別記第２号様式（第５条関係）

　にいがた稼ぐ力強化支援事業 事業計画書
１　申請者概要
	企業名
	

	法人番号
（13桁）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所所在地
	（〒   －    ）

	担当者職･氏名
	

	TEL
	
	Mail
	

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞURL
	

	資本金
(出資金)
	　　　　　 千円　（　　年　　月現在）
[大企業及び大企業役員からの出資の有無]　あり（　　％）・なし

	創業年月
	年　　　月
	年間売上高
(直近決算期)
	　　千円（　　年　　期）

	主たる業種
(日本標準産業分類の中分類)
	
	従業員数
	　　　　　　　　　　人

	主な生産
・販売品目
	
	％

	
	
	％

	
	
	％

	主要仕入
(外注)先
・販売先
(取引構成比)
	(主要仕入先)　　　　　　　　　　　　　　　　　
	％
	(主要販売先)　　　　　　　　　　　　　　　　
	％

	
	
	％
	
	％

	
	
	％
	
	％

	事業内容
(50文字以内)
	



２　株主等一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和　年　月　日現在）
	主な株主又は出資者
※出資比率の高いものから記載
※大企業は【】に◎を記載
※６番目以降は「ほか○人」と記載
	株主名又は出資者名
	所在地
	大企業
	出資比率
(％)

	
	①
	
	
	【　】
	％

	
	②
	
	
	【　】
	％

	
	③
	
	
	【　】
	％

	
	④
	
	
	【　】
	％

	
	⑤
	
	
	【　】
	％

	
	⑥
	ほか　　　　　　　　　人
	％



[bookmark: _Hlk221543457]３　賃金要件の確認　
	　
	基準期間
（賃金引上げ前）
	比較期間
（賃金引上げ後）
※予定
	賃金引上げ率

	賃金引上げの確認期間(任意の３か月）
	　令和　　年　　月～
　　　　　　年　　月
	　令和　　年　　月～
　　　　　　年　　月
	　

	（A）給与支給総額
※各期間の合計金額
	（Ａ）　
	（Ａ’）
	　
	　
	　

	
	　
	円
	　
	円
	　
	　
	　

	(B）平均給与支給月　額
※（A）÷３　(A’)÷３　
	（Ｂ）　
	（Ｂ’）
	　
	　
	　

	
	 
	円
	
	円
	　
	　
	　

	（C）従業員等数
	（Ｃ）　
	（Ｃ’）
	　
	　
	　

	
	　
	人
	　
	人
	　
	　
	　

	（D）従業員等一人当たりの平均給与支給月額
※（B）÷（C）,（B’）÷(C’)
	（Ｄ）　
	（Ｄ’）
	（E）※〔（D’）-（D）〕÷D

	
	
	円
	
	円
	　
	
	％


※小数点以下は切り捨てること。
※（A）、（A’）の給与支給総額及び（C）、（C’）を算定する従業員は、比較するいずれの期間も継続して雇用している常時使用する従業員とする。
※（A）、（A’）の給与支給総額は、（C）、（C’）に記載した従業員に対して支給する所定内賃金（基本給、役職手当、資格手当等）とする。所定外賃金（通勤手当、時間外手当等）や、賞与、事業主が負担する社会保険料等は除く。
※（E）が3%未満の場合は、補助対象者としない。


４　事業計画（概要）
（１）事業計画名（３０字以内）
	商品・サービス開発等の内容、本補助事業により実現したいことなどが明確にわかる事業計画名としてください。採択された場合、採択案件一覧として公表されます。






（２）事業計画の概要（３００字以内）
	何を導入・開発し、それにより何をして、どのような効果を得る事業計画であるかを簡潔に記載して下さい。






（３）主な指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	付加価値額の見込み
	直近期末
年　月期
	１年後
年　月期
	２年後
年　月期
	３年後
年　月期
	４年後
年　月期
	５年後
年　月期
	伸び率(%)×100

	売上高
	
	
	
	
	
	
	

	うち本事業に係る売上高
	
	
	
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益①
	
	
	
	
	
	
	

	人件費②
	
	
	
	
	
	
	

	うち給与支給額
	
	
	
	
	
	
	

	減価償却費③
	
	
	
	
	
	
	

	付加価値額④
(①＋②＋③)
	
	
	
	
	
	
	

	従業員数⑤
	
	
	
	
	
	
	

	一人当たりの
付加価値額⑥
(④÷⑤)
	
	
	
	
	
	
	


【各種指標の算出式】
〇営業利益              ：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費
〇人件費　　　　　　　　：売上原価及び一般管理費に含まれる役員及び従業員給与、福利厚生費等
〇減価償却費　　　　　　：普通償却費（繰延資産償却を含む）＋特別償却費＋リース・レンタル費用（損金算入されるもの）
〇付加価値額            ：営業利益＋人件費＋減価償却費
〇従業員数　　　　　　　：就業時間による調整後の人数
〇一人当たりの付加価値額：付加価値額÷従業員数


５　事業計画（詳細）
以下の各項目について、必要に応じてグラフや写真を挿入するなどし、全体で８ページ以内にまとめること。
（１）自社の特徴や強み、会社全体の事業計画
	市場・顧客動向を始めとした外部環境と、現在の事業内容、保有する技術、経営資源(ヒト・モノ・カネ・情報)といった内部環境について記載のうえで、自身の強みと弱みを明らかにするとともに、成長に向けた経営戦略を記載してください。











（２）今回の事業の位置づけ
	（１）で記載した経営戦略の中で、今回の事業がどのように位置づけられるかを明確にしてください。また、本事業で解決しようとする課題について具体的に示してください。













（３）今回の事業の市場性
	今回の事業の想定している市場（ユーザー、マーケット及び市場規模、今後の成長見込み）を示してください。今回の事業で対象とする市場を選んだ理由、対象とする市場の顧客ニーズ、今回の事業で提供する価値を説明してください。














（４）今回の事業の新規性（革新性・差別化）
	今回の事業の新しい部分、創意工夫の部分等のアピールポイント、他者との差別化、競争優位性について説明してください。今回の事業で提供する製品・サービスと競合する他社製品・サービスや代替製品・サービスに関する分析、及び自身の保有する技術等の強みをどう活用するかを踏まえてください。









（５）今回の事業の収益性（高付加価値化・高収益化）
	今回の事業が高付加価値化や高収益性にどのように寄与するか説明してください。また、一時的な利益にとどまらず、中長期的に安定した収益が見込まれるか。










（６）今回の事業の実現性（事業実施体制・技術力等）
	事業の達成に向けて、必要な能力・技術力を有していること、必要な体制(社内外の人材、専門的知見、事務処理能力等)がとられること、必要な資金調達が財務状況に応じて見込まれること説明してください。











（７）今回の事業に要する経費
	今回の事業に要する経費について、必要性（事業との関係性）や機能・性能、及び期待される効果・有用性を説明してください。「別記第３号様式 ３資金支出内訳」に記載する内容（購入・開発等）の説明としてください。
本事業と直接関係の無い経費は含みませんので記載しないでください。
なお、それぞれの経費について、申請要領を確認し、補助対象経費として対象となるものとならないもの(申請する経費と申請しない経費)とを明確にしてください。
なお、機械装置については他との差異を説明するうえで型番まで明らかにしてください。











（８）今回の事業や自社による地域への波及効果（地域資源の活用、地域経済への貢献）
	今回の事業について、地域資源の活用や地域経済への貢献（地域内仕入れや賃上げ、雇用の創出等）、地域の経済成長への影響などを説明ください。















６　事業の具体的なスケジュール
　事業の実施スケジュールを記載してください。

　事業期間：令和　年　月　日（予定）　～　令和　年　月　日
	項目
	〇月
	〇月
	〇月
	〇月
	〇月
	〇月
	〇月
	〇月

	１．○○の調査
	
	
	
	
	
	
	
	

	２．△△の評価
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	




